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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた
株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

第33回定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

●　連結計算書類
「連結注記表」

●　計算書類
「個別注記表」

第33期
（2023年２月１日から2024年１月31日まで）

株式会社ジェイック
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数 ４社
・主要な連結子会社の名称 上海杰意可邁伊茲企業管理咨詢有限公司

杰意可有限公司
株式会社Kakedas
株式会社キャンパスサポート
前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社アワードは、2023年11月１日を効
力発生日として、連結子会社である株式会社キャンパスサポートを吸収合併存続会社、連結子
会社であった株式会社アワードを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行ったことにより、連結
の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の関連会社数 １社

持分法適用会社等の名称 株式会社レイル
② 持分法を適用していない関連会社の状況

・会社等の名称 プレシャスデイズ株式会社
・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため持分法の適用の
範囲から除外しております。

③ 持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社の株式会社レイルは、決算日が連結決算日と異なるものの、当該会社の事業年
度に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社である上海杰意可邁伊茲企業管理咨詢有限公司、及び杰意可有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日との
差異は3ヶ月以内であるため、当該会社の事業年度に係る計算書類を基礎として連結を行っております。ただし、当該会社の決算
日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　連結子会社である株式会社Kakedasの決算日は１月31日であります。
　連結子会社である株式会社キャンパスサポートの決算日は２月末日であります。連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行
った計算書類を基礎としております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. デリバティブ
　時価法を採用しております。

ハ. 貯蔵品
　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～18年
工具、器具及び備品 ４年～15年

ロ. 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ. 少額減価償却資産
取得金額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っ
ております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しており

ます。
ハ. 役員退職慰労引当金 国内連結子会社の一部は役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員との契約に基づく期末要

支給を計上しております。
④ 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、国内連結子会社の一部は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループはカレッジ事業の単一セグメントでありますが、顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主
な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ. カレッジ事業 カレッジ事業においては、中堅中小企業を中心とした企業に、主に20代の未就業者に対して研

修を実施後ご紹介するという「教育融合型」人材紹介サービス「就職カレッジ®」を提供して
おります。当該履行義務は人材の探査、調査、評価、紹介、選考、教育等に関するコンサルテ
ィング業務の提供であり、求職者の入社日に充足されるため、一時点で収益を認識しておりま
す。

ロ. 新卒事業 新卒事業においては、主に大学のキャリア課と提携して大学４年生の就職活動支援を行う人材
紹介サービス「新卒カレッジ®」、生活協同組合連合会大学生活協同組合事業連合から委託を
受け、合同企業説明会を提供しております。「新卒カレッジ®」の履行義務は人材の探査、調
査、評価、紹介、選考、教育等に関するコンサルティング業務の提供であり、求職者の内定承
諾により企業に提供したサービスの対価を収受する権利を有するため、一時点（内定承諾）に
て収益を認識しております。合同企業説明会の履行義務は運営管理及び配信オペレーションサ
ービスの提供であり、合同企業説明会の実施により充足されるため、一時点（実施日）にて収
益を認識しております。

ハ. 教育研修事業その他 教育研修事業においては、中堅中小企業から大手企業に様々な研修を提供しております。当該
履行義務は各種研修、教育、コンサルティング業務の提供であり、研修等の実施により充足さ
れるため、一時点（研修実施日）にて収益を認識しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、
在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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⑦ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を充たしている金利スワップについ

ては、特例処理によっております。
ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

ハ. ヘッジ方針 借入金の金利の変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。
ニ. ヘッジの有効性評価の方法　特例処理の要件を充たしているため、有効性の評価を省略しております。

⑧ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、均等償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適
用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
なお、これによる連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

連結貸借対照表において、繰延税金資産67,949千円を計上しております。
(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性について、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準
適用指針第26号）で示されている会社の分類、一時差異の将来解消見込年度のスケジューリングなど将来の課税所得の十分
性を考慮して判断し繰延税金資産を計上しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来の課税所得の見積りについて、主として取締役会により承認された翌連結会計年度の事業計画を基礎として見積りを行
っております。特に当社の課税所得の見積りについては、将来の事業計画を基礎としており、そこでの主要な仮定は、カレ
ッジ事業における成約数の見込みとなります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当社グループの仮定は将来の不確実性を伴うため、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の
連結計算書類において重要な影響を与える可能性があります。

のれんの評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

連結貸借対照表において、のれん366,392千円を計上しております、その金額の内訳は以下のとおりであります。
株式会社Kakedas　　　　　  160,444千円
株式会社キャンパスサポート　205,948千円
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当座貸越極度額及びコミットメントラインの総額 590,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 590,000千円

売掛金 278,209千円
契約資産 74,434千円

場所 用途 種類 金額
東京都千代田区 遊休資産 ソフトウエア 15,233千円

普通株式 931,500株

(2) 会計上の見積の内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

連結子会社の株式会社Kakedas及び株式会社キャンパスサポートののれんは、被取得企業の今後の事業展開によって期待さ
れる将来の超過収益力として、企業結合日における当該株式の取得原価と純資産の差額から算出しており、株式の取得原価
は将来キャッシュ・フローの現在価値から算定された株式価値評価を基礎として決定しております。また、経営環境の著し
い悪化等、減損の兆候が発生した場合には、減損の兆候があると判断し、減損損失を計上する可能性があります。
当連結会計年度における株式会社Kakedasののれんにおいて、取得時の事業計画との乖離が生じたことから減損の兆候があ
ると判断し、減損損失の認識の要否を検討しております。検討の結果、見直し後の事業計画に基づいた割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額が帳簿価額を上回っていることから、減損損失の認識は不要であると判断しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
株式会社Kakedasののれんの減損の認識の要否の判定に用いた割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会によって承認さ
れた見直し後の事業計画に基づいて見積っており、当該事業計画の見積りにおける主要な仮定は、今後の市場成長率を考慮
した予測商談数に基づき算出した売上高の基礎となる予測受注件数であります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定は見積りの不確実性を伴うため、重要な変更が生じ超過収益力が毀損していると判断された場合には、翌連結会
計年度に減損損失が計上される可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　102,741千円
(2) 貸出コミットメントについて

　当社グループは、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント
ライン契約を締結しております。この貸出コミットメントライン契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

(3)  売掛金及び契約資産の内訳は次のとおりであります。

5. 連結損益計算書に関する注記
　減損損失

当社グループは、減損損失の算定に当たり、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小
の単位によって資産のグルーピングを行っております。遊休資産についても、他の資産又は資産グループから独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す単位として個別にグルーピングしております。

当連結会計年度において、サービス提供用の自社利用ソフトウエアのうちサービス提供を終了した一部の機能について、異な
る用途への転用を検討した結果、転用後の投資額の将来の回収が見込めないと判断したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、減損損失として特別損失15,233千円を計上しております。

売却が困難であるため回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、転用後も該当ソフトウエアの使用による将来キャ
ッシュ・フローを見込むことができないことからゼロとして評価しております。

6.   連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
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決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2023年４月27日
定時株主総会 普通株式 43,077 47.00 2023年１月31日 2023年４月28日

決議予定 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2024年４月26日
定時株主総会 普通株式 4,597 5.00 2024年１月31日 2024年４月30日

普通株式 55,700株

連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券(*1) 3,863 3,863 －
　資産計 3,863 3,863 －
長期借入金(*2) 921,792 915,927 △5,864
　負債計 921,792 915,927 △5,864

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類
及び数

7. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、事業活動を行っていく上で必要な資金を主に銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は、借
入金の金利の変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。長期借入金は、主に運転資金及び設備投資に
必要な資金の調達を目的としたものであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
営業債権については、当社グループの与信管理規程に従い、新規取引先の審査を行っており、取引先ごとに期日及び残高の
管理を行っております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。
営業債務及び借入金については、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、資金繰計画を作成することで適
正な手許資金の流動性を維持することにより、当該リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2024年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場
価格のない株式等と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

（単位：千円）

(*1)投資信託について、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなしており、当該  
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区分 当連結会計年度（千円）
非上場株式(*) 3,696

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,093,790 － － －
売掛金及び契約資産 352,644 － － －

合計 1,446,435 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 216,442 186,696 127,544 122,586 107,552 160,972
合計 216,442 186,696 127,544 122,586 107,552 160,972

投資信託が含まれております。
(*2)長期借入金には、１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。

 （注）１．「現金及び預金」、「売掛金及び契約資産」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 （注）２. 市場価格がない金融商品

(*)非上場株式については、市場価格がないことから、「投資有価証券」には含めておりません。

 （注）３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象
となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプ
ットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの
うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 832 － － 832
　　投資信託 － 3,030 － 3,030

資産計 832 3,030 － 3,863

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 915,927 － 915,927

負債計 － 915,927 － 915,927

当連結会計年度
（自　2023年２月１日　至　2024年１月31日）

カレッジ事業 1,479,020千円
新卒事業 1,492,158
教育研修事業その他 704,713
顧客との契約から生じる収益 3,675,891
外部顧客への売上高 3,675,891

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2024年１月31日）

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2024年１月31日）

 （注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。また、市場における取引
価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な
制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法に
より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

8.  収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
契約及び履行義務に関する情報及び履行義務の充足時点に関する情報は、「（連結計算書類作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等）(4）会計方針に関する事項　⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。なお、
取引の対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内に受領しており、当社の受領する対価の金額には、契約に重要な金融
要素は含んでおりません。
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期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 257,094千円 278,209千円
契約資産 79,653 74,434
契約負債 129,051 91,592
返金負債 40,463 28,154

(1) １株当たりの純資産額 960円04銭
(2) １株当たりの当期純利益 6円47銭

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存
在する顧客との契約から当連結会計年度の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、主に子会社の株式会社キャンパスサポートが生活協同組合連合会大学生活協同組合事業連合から委託を受け
て合同企業説明会の提供を行う契約について、期末日時点で履行義務を充足するに従い認識した収益のうち、期末日時点
で未請求のものであります。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生
じた債権に振り替えられます。
契約負債は、主に研修等の実施により履行義務が充足され収益を認識する教育研修事業の各契約について、契約に基づき
顧客から受け取った前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
返金負債は、主にカレッジ事業及び新卒事業において、顧客へ紹介した人材である紹介者が入社後の一定期間内に退社し
た場合、対価の一部を返金することが契約に定められているものについては、変動対価に関する定めに従って、過去の実
績等により返金額を見積り取引価格に含め、紹介した人材が顧業へ入社した時点では収益を認識せず、返金負債として計
上しているものであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要
な契約がないため、記載を省略しております。

9. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
　取得による企業結合

当社は、2023年12月19日開催の取締役会において、株式会社エフィシエントの株式を取得し、子会社化することを決議し、
2024年２月１日付で全株式を取得し、連結子会社といたしました。

(1) 企業結合の概要
イ．被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社エフィシエント
　事業の内容　　　：システム開発事業

　ロ．企業結合を行った理由
株式会社エフィシエントは、「先端技術で様々なことを効率的にしていきたい」という理念のもと、AI解析技術やビッグ
データ活用による自社プロダクト開発、IoTやAIの技術を使った受託システム開発、及びSES事業を行っており、これまで
AI面接練習アプリ「steach」やChatGPTを活用してAIが自己PRや志望動機の文章を作成するサービス「就活AI」を共同
開発してまいりました。
「steach」や「就活 AI」の集客チャネルとしての活用、AIの活用によるサービス品質と生産性の向上、ITエンジニア領域
の就職・採用支援サービスの強化等、労働集約的なビジネスモデルが中心である当社グループにおいてDXを推進し、収益
性向上や業務効率化を図ることを目的として、子会社化いたしました。

ハ．企業結合日　　　　　　2024年２月１日
ニ．企業結合の法的方式　　現金及び第三者割当による自己株式を対価とする株式取得
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取得の対価　　現金（未払金を含む） 90,576千円
　　　　　　　自己株式 9,424千円
取得原価 100,000千円

ホ．結合後企業の名称　　　名称に変更はありません。
へ．取得した議決権比率　　100%
ト．取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金及び第三者割当による自己株式を対価として株式会社エフィシエントの株式を取得したことによるもので
す。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　（注）１．取得の対価には、条件付取得対価を含めております。
　　　　　２．条件付取得対価である現金30,000千円は将来における一定の条件を満たした際に、2027年２月１日と2029年

２月１日にそれぞれ15,000千円の支払う予定であります。
(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額

デューデリジェンス費用等　　3,350千円
(4) 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
　　現時点で確定しておりません。
(5) 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

　　　現時点で確定しておりません。

11. その他の注記
資産除去債務に関する注記

当社グループは、営業拠点の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復にかかる債務を資産除去債務として認識し
ておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、一部については資産除去債務の負債
計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、その
うち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。

12. 継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
イ. 子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
ロ. 有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

ハ. デリバティブ
時価法を採用しております。

ニ. 貯蔵品
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10年～15年
工具、器具及び備品 ４年～15年

ロ. 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ. 少額減価償却資産
取得金額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っ
ております。

(3) 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しておりま

す。
(4)  重要な収益及び費用の計上基準

当社はカレッジ事業の単一セグメントでありますが、顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義
務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ. カレッジ事業 カレッジ事業においては、中堅中小企業を中心とした企業に、主に20代の未就業者に対して研

修を実施後ご紹介するという「教育融合型」人材紹介サービス「就職カレッジ®」を提供して
おります。当該履行義務は人材の探査、調査、評価、紹介、選考、教育等に関するコンサルテ
ィング業務の提供であり、求職者の入社日に充足されるため、一時点で収益を認識しておりま
す。

ロ. 新卒事業 新卒事業においては、主に大学のキャリア課と提携して大学４年生の就職活動支援を行う人材
紹介サービス「新卒カレッジ®」、生活協同組合連合会大学生活協同組合事業連合から委託を
受け、合同企業説明会を提供しております。「新卒カレッジ®」の履行義務は人材の探査、調
査、評価、紹介、選考、教育等に関するコンサルティング業務の提供であり、求職者の内定承
諾により企業に提供したサービスの対価を収受する権利を有するため、一時点（内定承諾）に
て収益を認識しております。

ハ. 教育研修事業その他 教育研修事業においては、中堅中小企業から大手企業に様々な研修を提供しております。当該
履行義務は各種研修、教育、コンサルティング業務の提供であり、研修等の実施により充足さ
れるため、一時点（研修実施日）にて収益を認識しております。
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株式会社Kakedas 211,613千円
株式会社キャンパスサポート 281,235千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 82,557千円

① 短期金銭債権 79,807千円
② 長期金銭債権 85,578千円
③ 短期金銭債務 18,926千円
④ 長期金銭債務 －千円

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を充たしている金利スワップについ

ては、特例処理によっております。
ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

ハ. ヘッジ方針 借入金の金利の変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。
ニ．ヘッジの有効性評価の方法　特例処理の要件を充たしているため、有効性の評価を省略しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適
用指針」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

なお、これによる計算書類に与える影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸借対照表において、繰延税金資産28,615千円を計上しております。
(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記　繰延税金資産の回収可能性」に記載した内容と同一であります。

関係会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸借対照表において、関係会社株式494,766千円を計上しており、当該関係会社株式には株式会社Kakedas、株式会社キャ
ンパスサポートの株式492,850千円が含まれており、その金額の内訳は以下のとおりであります。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

買収した関係会社株式のうち株式会社Kakedas、株式会社キャンパスサポートの株式については、取得価額に超過収益力を
反映しているため取得価額と超過収益力を反映させた実質価額を比較し、減損の判定をしています。財政状態の悪化や超過
収益力の毀損等により実質価額が著しく低下する場合は相当の減額処理を行います。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法に用いた主要な仮定及び翌事業年度の計算書類に与える影響
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記　のれんの評価」に記載した内容と同一であります。

４. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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個別注記表

当座貸越極度額及びコミットメントラインの総額 540,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 540,000千円

営業取引による取引高
売上高 4,652千円
その他の営業取引高 30,184千円

営業取引以外の取引高 3,259千円

普通株式 12,065株

繰延税金資産
未払事業税 2,390千円
未払社会保険料 1,583千円
賞与引当金 9,948千円
返金負債 8,620千円
貸倒引当金 20,923千円
減損損失 8,246千円
固定資産除却損 1,050千円
敷金及び保証金 5,524千円
投資有価証券評価損 790千円
関係会社株式評価損 6,800千円
繰越欠損金 3,918千円
資産除去債務 4,298千円
その他 92千円

繰延税金資産小計 74,189千円
評価性引当額 △41,571千円
繰延税金資産合計 31,911千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △7千円
資産除去債務に対する除去費用 △3,232千円
その他 △55千円

繰延税金負債合計 △3,295千円
繰延税金資産の純額 28,615千円

(3) 貸出コミットメントについて
　当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契
約を締結しております。この貸出コミットメントライン契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

(2) 減損損失
　　　連結注記表「５．連結損益計算書に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
上海杰意可邁伊
茲企業管理咨詢
有限公司

所有
 　間接　 55.0％ 役員の兼任 資金の貸付

（注）１ － 関係会社
長期貸付金 61,828

子会社 杰意可有限公司
所有

 　直接　100.0％ 役員の兼任 資金の貸付
（注）１ － 関係会社

長期貸付金 23,750

子会社 株 式 会 社
Kakedas

所有
　直接　 80.0% 役員の兼任 資金の貸付

（注）１ － 関係会社
短期貸付金 60,000

(1) １株当たりの純資産額 1,037円01銭
(2) １株当たりの当期純利益 59円88銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２. 上海杰意可邁伊茲企業管理咨詢有限公司への貸付に対し、当事業年度において合計2,980千円の貸倒引当金戻入額を
計上し、当事業年度末現在、44,582千円の引当金残高となっております。

３. 杰意可有限公司への貸付に対し、当事業年度末現在、23,750千円の引当金残高となっております。

９. 収益認識に関する注記
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「８．収益認識に関する注記」に同一の内容を

記載しているため、注記を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　　連結注記表「10．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

12. その他の注記
　　資産除去債務に関する注記
　　　連結注記表「11．その他の注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

13. 継続企業の前提に関する注記
　　該当事項はありません。
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